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1.は じ め に
近年 の情報 技術(InformationTechnology;以下 「IT」 と呼ぶ ことにす る)の 著 しい発展,
と りわけLANや イ ンターネ ッ ト,ま たダウ ンサ イジ ングやSン ド。ユ ーザ ー ・コンピューティ
ング(EUC)の 進 展を背景 に,情 報 システムの 自律分 散化 の方 向性 が しだ いに鮮明化 しつつ あ
る。 それに ともない,組 織 と情報 システムの両面 にお いて 「ネ ッ トワー ク」 が時代の キーワー ド
とな って いる。 しか しな が ら,「 ネ ッ トワーク」 あ るいは 「ネ ッ トワーキ ング」 な る.コンセプ ト
は,非 常に多義的で あ り,多 様 な意味 で用 い られてい るよ うに思 われ る。特 に,「 ネ ッ トワーク」
が,か な り具体的な技術面 での用語 としての性格 と,抽 象度 の高 い概念 と しての性格 を併 せ持つ
点 は特 徴的で ある。
本 研究 は,主 と して後者 の立 場か ら 「ネ ッ トワーキ ング」 を再 検討す る もので あ り,林[1]に
基 づき 自律 ・分散 ・接続 ・融合 ・分離 ・水平 ・柔軟 ・支援 とい った概念 との整合性 に注 目した議
論 を展 開 して い くことにす る。 そ こで,ま ず情 報 ネ ッ トワー クお よび情 報通信 技術(lnforma-
tionandCommunicationTechnology;以下 「ICT」 と呼ぶ ことにす る)の 発 展 について概観
し,個 のゆるやかな結 合(loosecoupling)と い う視 点か ら,現 在 のネ ッ トワーキ ング化 の方向
性 に関 して検 討す る。次 に,筆 者 のベ ンチマーキ ング研究[2]を 基礎 に して,「 エ ンパ ワー メン
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ト」 は,一 般 に 「権 限委譲」 と訳 され るが,「 単 な る権 限委譲」 以上の概念 であ り,組 織 に おけ
る 「メンバ ーの活性化」 と密接な関係 にある ことを指摘 す る。
その上で,ネ ッ トワーク型 組織が成立す るため に必要 とな る条件が,エ ンパ ワーメ ン トとコラ
ボ レー シ ョンを基盤 と したメ ンバーの活性化 にあ るとい う視 点を提示す る。 また,ネ ッ トワー ク
型組織 にお ける行動原理 について考察 し,そ こで は上 か ら下 への指示 ・命令(コ ン トロール)よ
りも,対 等な立場か らの説得 ・誘 導(コ ーデ ィネ ーシ ョン)と い う行動が支配的 ある ことを示唆
す る。 さらに,社 会 におけるネ ッ トワー キ ングの進展 は,イ ンターネ ットに代表 され るよ うに,
これ まで相 対的 に弱 い立場 にあ った個 人 に対 して 「エ ンパ ワー メン ト」 の効果[1]を 発揮す ると
い う考 え方 に基 づ き,「 ネ ッ トワー ク型組織 」 の本質 が,接 続 ・融合 ・分離 が容 易な 自律分散
(分 権)型 の 「柔 らかい組織」[3](looselycoupledsystem)にあ ることを指 摘す る。最後 に,
・これ らの議論 を整理す ることに よ り 「looselycoupledsystemに お けるネッ トワー キ ング ・フ
レー ム ワー ク」 を提 示 し,こ れ まで情報技 術的側 面に焦点が偏 りが ちであ ったネ ッ トワー キ ング
の問題 に対 して,エ ンパ ワー メ ン トとメ ンバーの活性化の視点 か らのアプ ローチ とい う新た な議
論 の方 向性 を示 唆す る。
2.情 報 ネ ッ トワー ク の発展 と 「二 重 の情報 共有 」
今 日の情報化 社会 におけ るITの め ざま しい発展 は周 知の事実 であ るが,そ の 中で もイ ンター
ネ ッ トやLANに 代表 される情報 ネ'ッ トワークあ るいは情報通信技 術(ICT)の 発展が と りわ け
顕著で ある。 これまで スタン ド・ア ロー ンと して利用 されていた コンピュータ(特 にパ ーソナル ・
コ ンピュー タ;以 下 「PC」 と呼ぶ ことにす る)が,急 速 に 「ネ ッ トワー ク化」 され,現 在 では
ほとん どの コン ピュータが イ ンターネ ッ トに接続 されるよ うにな ったのであ る。
これ によ り,我 々の コ ミュニケー シ ョンは時間 と空間 の壁 を越 え,自 由度を飛躍的 に拡大 させ
るこ とに成功 した。ICTが 急速 に発展 した ので あ る。 それ とと もに,個 人 間 の,あ るいは組織
間 の情 報共有 が容易 にな り,BPRやSCMの よ うに情報 ネ ッ トワー クの活用 自体 を前 提 と した
マネ ジメン ト・モデ ルが社 会の脚光 を浴 び るに至 ったのであ る。一 方 でICTの 発 展 は,BtoC
(BusinesstoConsumer)のビジネ スを容易 に し,e-commerceやe-businessの対象範 囲 を大
幅 に拡大 させて いる。 サイバー空間上 のマーケ ッ ト(eマ ー ケ ッ ト・プ レイス)は,そ の典型 的
な存在 であ る。 この よ うに,イ ンターネ ッ トを中心 としたICTの め ざま しい進 展 は,組 織 に対
して,と りわけ企業 に対 して大 きなイ ンパ ク トを与 えてい る。
こういつた動 向をふまえて,筆 者 ら[4]一[6]は,現 在 の企業 にとって消費者 を 「潜在的組織参
加者 」[7]と して組織 の内部 ・サプ ライ チ ェー ンの内部 に取 り込 む姿勢 が重要 な課題 とな って い
る とい う認識 の もと に,e-SCMに お ける 「二重の情報共 有」 の概念 を提 示 してい る。 こ こで い
う 「二重 の情報共有」 とは,こ れ までSCMに おいて進め られ てきたBtoB(BusinesstoBusi-
ness)で の情報共有 とe-businessに おけ るBtoCで の 「情報共有 を共有」 する ことを意 味す る。
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情報 「ネ ッ ト7ー ク」 の活用 によ り,消 費者の動 向をサプライチ ェー ン全体 にス トレー トに反映
させ,市 場 の変化 に対 してサプ ライチ ェー ン全体 がア ジルに対応 す るのであ る。
3.組 織 と情報 システムの自律分散化の方向性
情報ネ ッ トワークが組織 に対 して与 えるイ ンパ ク トを捉え る際 に重要 な視点 として,そ れが,
個 の自律性 を尊重 した 「ゆ るやか な結 合」(loosecoupling)の 方 向へ と組織 を導 くとい う特徴
を指摘す る ことがで きる。一 方で ダウ ンサイ ジ ングやEUCの 進展 によ り,こ れ まで のメイ ン・
フ レーム と端末 をプ ラ ッ トフォームに した情報 システムの図式 か ら,PC(個)とPC(個)が ゆ
るやか に結合 された情報 システムの図式 へ とシフ トしつつ,も う一方 で組織 もこれ までの垂直的
ヒエ ラル キー ・コ ン トロール 中心の堅 い組織(tightlycoupledsystem)から,個 の 自律 性を
尊重 したネ ッ トワー ク型 の柔 らかい組織(100selycoupledsysteln)へとシフ トす る流 れが生
じているのであ る。
現在 のネ ッ トワー ク化 の方 向性 に関 して,林[1]は 「そこでの指導原理 は,自 律 ・分散 ・接続
な どのキー ワー ドに集約 され ることにな ろう」 と した上で,「 片方でconvergence(融 合)が 進
みなが ら,他 方 で反対 の動 きで あるdivergence(分 離 ・発散)も 進展 して い くのが,現 代 の特
徴 である」 と述 べて いる。すなわ ち,現 在の社会が 自律分散型 ネ ッ トワー クの方 向に動 いて お り,
融合(統 合でな い)と 分離 が並行 した形で進行 してい るのであ る。
以上 の ことか らもわか るよ うに,ネ ッ トワー クは堅 く結合 された システム(tightlycoupled
system)と は異な り,そ こへ の参 加(接 続)と 退 出(分 離)は 基本 的に個 の 自由意 思 に依 存 し
て お り,ネ ッ トワー ク内の行 動原理 も個 の自律性 を基盤 と して いる。 また,ネ ッ トワー ク内での
権限 も各 メ ンバ ーに委譲 され(分 権化 し)て いる。 したが って,ネ ッ トワー ク型 の組 織 ・情報 シ
ステムは,明 らか にlooselycoupledsystemであ る。 これ によ り,環 境 の変 化や トラブル に対
す る柔軟(flexible)な 対 応が可能 となるのであ る。
しか しなが ら,個 の 自律 性を前提 とした分散 ・分権型 の システ ムには,局 所 最適(localopti・
mum)に 陥 りやすい とい う大 きな問題 点が存在す る。 ここで論 じて いるネ ッ トワー ク型 の組織
や情報 システムにおいて も,当 然 なが らこれ と同様の ことが いえる。 そ こで,ネ ッ トワー ク型 の
組織 ・情報 システ ムは,局 所最適 を防止 す るシス テムを必要 とす る。青 木[8]の 双対原理 によれ
ば,日 本 の分権的な組織 ・情報 システム にお いて,集 権的 な人事管理 が これを防止す る役割 を果
たす とされ る。
さらに,筆 者の代替 的双対 モデル[9]と 拡張代替 的双対 モデル[10]に よれば,BPRやSCM
では水平 的 コーデ ィネー シ ョン中心の 自律 分権型 の業務 プロセスか ら生 じる局所最適 を,ITの
積極的活用 による情報共有 が防止す るとい うことにな る。 局所 的な情報 に基づ く意思 決定 や行動
は局所最適 に陥 り易 いが,部 門の壁 を越 えて組織 あ るいはサ プライチ ェー ン全体 に豊 富な情報が
行 き渡れ ば,そ れに基 づ く意思決定 ・行動 は全体最適 へ と接近 して い くのであ る。
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このように,組 織のメンバーを情報ネットワー クで結び,有 用な情報を共有することにより局
所最適の行動を防止することができれば,現 場への権限委譲が可能となるため,必 然的に組織や
その集合体(例 えば,サ プライチェーン)は 自律的 ・分権的な方向へと進んでいく。一方で,そ
れを支える近年の情報 システムも,メ イン・.フレームと端末 という図式ではな く,ダ ウンサイジ
ングやEUCの 進展により自律分散化の方向へと急速に進みつつある。 このように見てい くと,
近年の組織 と情報システムは,と もに自律分散(分 権)化 の方向に向かいつつあることが理解さ
れよう。
4.ベ ンチ マー キ ング にお ける 「エ ンパ ワー メ ン ト」 の概念
1990年 代 以降 の米 国企業 の復活 に重要 な役割 を果た した経営手 法 と して,日 本 で も 「ベ ンチ
マーキ ング」が注 目されてい る。ベ ンチマーキ ングは,ベ ス ト・プラクテ ィスとの比較 ・分 析を
行 な うことによ り,そ のギ ャ ップを埋め,現 状を改善す る有効 な手 段 ・方法論で あ り,次 の3つ
が キー ワー ドとなる[11]。
①LearningtheBest(最 高 に 学 ぶ)
②ContinuousImprovement(継 続 的 改 善)
③ExceedtheBest(自 身 が ベ ス ト と な る)
世 界の スタ ンダー ドを 自負 してきた米 国企業が 「LearningtheBest」 をキー ワー ドとして い
る ところに,ベ ンチマーキ ングにおける精神 的変革 の姿勢 を垣 間見 ることが でき る。 これは,従
来 よ り日本 企業 が得意 と して きた 「優れ た他者 に学ぶ」[11]と い う精神 に近い ものであ り,そ
の意味 において,日 本企業 に とっては違和感 の少な い経 営手 法ではないか と考 え られる。 しか し,
米 国企 業 に とって は,経 営思想 の一大変 革 を要求 す るもので あ り,BPRと 同様 に,米 国企業 が
日本企業 の良い面を米国流 にア レンジ して作 り上 げた経営手法 として位 置づ けること もでき る。
世 界 ρイニ シアチ ブを とる ことを自 らの使命 と してきた米国企業 が,「 優れ た他者 に学 ぶ」 とい
う精神(日 本 企業の良 さ)を もし他者(日 本企業)に 学ん だとすれば,二 重 に興味深 い。
しか し,ベ ンチマ ーキ ングは単 な るベ ス ト・プ ラクテ ィスの模倣 ではない点が重要で ある。 そ
れ を端 的 に表 す概念 に 「エ ンパ ワーメ ン ト」(empowerment)があ る。 ベ ンチマー キ ングの根
底 には,エ ンパ ワー メン トによる ミ ドル ・ア ップ&ダ ウンやボ トム ・ア ップ と,ト ップの リーダー
シ ップの強化 との両 立 とい う考え方 があ り,一 般 に相反す るとされ る両者 を同時 に達成 させ よ う
とす る ところにその最大 の特 徴が ある。 これによ り,だ れ もが本来 的に持 ってい るベ ス トに近づ
こ うとす る意欲の喚起[1]を 促すのである。 その意 味か ら,ベ ンチマーキングにおいてエ ンパ ワー
メ ン トが 「メ ンバーの活性化」[12],[13]と 深い関 わりを持 ってい ることがわかる(図1を 参照)。
従来,米 国企業で は 「トップ ・ダウ ン」 あ るいは 「セ ンター部 門主導」 による垂直 的 ヒエ ラル
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キー ・コン トロール に,ま た 日本企業で は実行部 門へ の 「権 限委譲」 による水平 的 コーデ ィネー
シ ョンに,そ れぞれ特徴 があ った。 日本企業で は,こ の 「権 限委 譲」 によ り実行部 門 ・実 務担当
者 が環境 の変化や トラブルに迅 速かつ柔軟 に(ア ジル に)対 応 す ることを可能 に して きたのであ
る。 これは,組 織の メ ンバ ー一 人一人が能動的 に問題 を見 つけ解 決す る能動的 なスタ ンス によっ
て初 めて実現 され る。す なわち,実 務担当者の 「自律性」 にその基礎 を置 いて いるのであ る。
これ と同様 にベ ンチマーキ ングも,人 間が持 って いるベス トに近 づ こうとす る意欲 を喚起 し,
従業員 を能動 的な スタ ンスに導 くところに特徴が ある。組織 のメ ンバーが,上 か ら言 われた こと
だけ しか や らないので はな く,自 分で問題を見つ け,自 分 で解 決 しよ うとす るのであ る。 これは,
米 国で生 まれたベ ンチ マーキ ングが,従 来の米国 にお ける トップ ・ダ ウン型の組織特性 よ りも,
日本 の権限委譲型 の組織特性 に近 いことを意味す る。 このような関係 は,筆 者 が従来の研究[14],
[15]に おい て指摘 した 「BPRが 従来の米 国の組 織特性 よ りも日本 の組織特性 に近 い」 こ とと基
本的 に同様 であ る。
一般 に,上 記の権 限委譲 は 「エ ンパワーメ ン ト」に相当する とされる。 そのため,エ ンパ ワーメ
ントは しば しば 「権 限委 譲」 と訳 されるが,筆 者[16]は,こ れが 日本 の組織 における 「権 限委譲
以上」 のものであることを指摘 してい る。ベ ンチマーキングにおいて,エ ンパ ワーメ ン トはホ ワイ・ト
カラー,と りわ け相対 的 に生産性 の低 い とされ る ミドル層 の再 活性化 を図 る もので ある[11]。
すなわ ち,エ ンパ ワーメ ン トは,ベ ンチマーキ ングにおいて実務担 当者や 「ミ ドル ・マネ ジ ャー」
に主体性 を持 たせ る ことを意味 して お り,そ の結 果 と して権限委譲が可能 とな るので ある。
ここで,エ ンパ ワーメ ン トが,ボ トム ・ア ップのみを狙 った もので はな く,ミ ドル ・ア ップ&
ダウ ンを重視 している ことは注 目に値す る。 なぜな ら,日 本企業 における権 限委劃 まミドル から
ロワー(実 務担 当者)へ と行われ るもの を意味す る ことが多 く(こ の ことを大久保 ・大中[17]は
「何 か ら何 まで社 員 に委譲 して しま う日本型 ボ トム ・ア ップ」 と述 べてい る),ミ ドル ・ア ップ&
ダ ウ ンを あま り重視 していないか らで ある。
その際 に注意すべ き ことは,ミ ドル 「ダウ ン」 もエ ンパ ワー メ ン トに含 めて考 えてい る点 であ
る。 それ は,組 織 の階層 の相対 的 レベルか ら見れ ば,ト ップ ・ダ ウ ンを ミ ドル ・ダ ウンに シフ ト
させ ることもエ ンパ ワーメ ン トに相当す る ものと考 える ことがで きるか らである。 ベ ンチマ ーキ
ングで は,「 企業変革 には,ミ ドル ・マネ ジャー をエ ンパ ワーす ることが不可欠 であ る」[17]と
の考 え方 を中心 に据え てい る。 その背景 には,ミ ドル や ロワーの 自律性 と トップの リーダー シッ
プの両立 とい う,日 本企業 におけ る権限委譲 とは明 らかに異 な る意 図が ある ものと考 え られ る。
ベ ンチマーキ ングにおいてエ ンパ ワーメ ン トが,ミ ドルや ロワーの 自律性 向上のみな らず,ト ッ
プの リーダー シ ップの強化 を加 えた,一 般 に相反す る方 向性 を持つ二つの課題 の両立 をめ ざ して
いる ところが重要であ る。 なぜ な ら,単 な る権限委譲 であれば,相 対的 に トップの リーダー シッ
プは低下 し易いか らで ある。 トップの リーダー シ ップを強化 しよ うとすれ ば,ど う して も垂 直的
ヒエ ラルキー ・コン トロールが強化 され る方 向 にあるが,個 の 自律 性を尊重 した水平 的 コーディ
ネー ションの もとで これ を強化 する ことは容 易で な く,ベ ンチマーキ ングで は ミドル や ロワーの
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エ ンパ ワーメ ン トによ りこれを強化 しよ うとするの であ る。
その意味 において,エ ンパ ワー メ ン トはベ ンチマ ーキ ングの中心 に位置づ け られ るべ き概 念で
あ る。 ミ ドルや ロワーの 自律性 は,上 か らの指示 ・命令 がな くて も自分か ら問題 を見 つ け,自 分
'
で解 決 しよ うとす る従 業員の能動 的態度 を もた らす。 また,ト ップの リーダー シップの強化 は,
トップの創造 した ビジ ョンや戦略 を,組 織 全員の合意 の下 に共 有す ることを意 味す る。 トップの
ビジ ョンや戦 略を介 して,組 織 の 目的 ・価値 を共有 す ることによ り,組 織 との一体 化を図 るので
あ る。
この よ うに,ベ ンチマ ーキ ングでは,ト ップの創 造 した ビジ ョンや戦略 を,
① 全員 の合意(buy-in)の 下 に
② 社員 が主体 にな って実現 してい く
ことを狙 い と してお り[11],こ れ がエ ンパ ワーメ ン トの基礎 とな る。 ① は組織 との 目的 ・価値
の共有 を,ま た② は能動 的問題解決 を意 味 してい る。 さ らに,高 橋の1-Ichart[12],[13]に お
い て,こ れ らの① 目的 ・価値 の共 有 と② 能動 的問題解 決 は,そ れぞれ 「高い一体 化度指数 」 と
「低 い無 関心度指数」 に相 当す るという意味 で 「メ ンバ ーの活 性化」 に相 当す るが,そ れが 同時
にメ ンバーへの権限委譲 を可能 にす る。 これ らの関係を図示す る と,図1の ようになる。
エ ンパ ワ ー メ ン ト
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図1エ ンパワーメン トとメンバーの活性化 ・権限委譲の関係(筆 者[16]を 一部加筆修正)
どのような組織において も権限委譲を行なうためには,メ ンバーの能動的態度(低 い無関心度
指数)が 必要である。なぜなら,上 からの命令がなければ何 もやらないようでは権限委譲を行なっ
て も仕事は進まず,そ の意味で組織のメンバーが自律的に問題を見つけ解決 しようとする態度が
前提となるか らである。それ とともに,権 限委譲には組織全体の目的 ・価値をメンバーが共有す
ること(高 い一体化度指数)が 必要である。 もし,一 体化度指数が低いと,権 限委譲の際に局所
最適に陥って しまう危険性が高いため,垂 直的ヒエラルキー ・コントロール中心の業務プロセス
にせざるを得ないか らである。そこで,実 行部門や実務担当者への権限委譲を可能にするために
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は,部 門あ るいは個人 のベク トルを企業 のベ ク トル に近づ けるよ うな学習(こ れを,筆 者 ら[18]
は 「幅広 い参加 的学習」 と呼 んでいる)が 必 要 とな る。
以上 よ り,ベ ンチマ ーキ ングにおいて,エ ンパ ワー メ ン トはメ ンバ ーの活性 化,さ らには組織
活性化 と密接 な関係に あ り,こ のこ とがまた権 限委譲 を可能 に している ことがわか る。加え て,
ベス ト・プラ クテ ィス に学ぶ ことが,組 織全体 の 目的 ・価値の共有化 を もた ら し,こ の ことが実
務担 当者 への権 限委譲 の際の 「局所最適」 を防止 す る役割を果たす のであ る。 そ して,青 木 の双
対原理[8]に おけ る人 事管理 の集権性(こ れが 日本 の組織に おいて権 限委譲 の際の局所最適 を防
止 してきた[9])が 低下 しつ つあ る日本企業 に とって,ベ ンチマーキ ングの示 唆す るよ うな,エ
ンパ ワーメ ン トに よるメ ンバ ーの活性化 は今後 の重要 な課題 とな る もの と考 え られ る。
5.ネ ッ トワー ク型 組織 にお ける メ ンバ ーの活 性化
現在の よ うに,組 織 と情報 システムの 自律分散(分 権)化 が進み,メ ンバーのエ ンパ ワー メン
トと活性化 が要求 され るようにな ると,組 織や情報 システムが,個 人 あるいはPCを 「ゆ るやか
に結 んだ ネ ッ トワーク」 としての性格 を色濃 くしてい くことは 自然 な流れ であ ろ う。 ここで,
「ゆ るやか に結 んだ」 と した ところが重要 であ る。 なぜな ら,本 研 究の主 眼が,垂 直的 ヒエ ラル
キー ・コ ン トロール による堅 い結合(tightcoupling)で はな く,フ ラッ トで 自律分散(分 権)
型の ゆるやか な結合(loosecoupling)に 置かれ てい るか らであ る。
ネ ッ トワーク型組織 は,こ の ような個 と個 の間の 「ゆ るやかな結合」が拡大 して くことに より
形成 され た シス テム(looselycoupledsystem)の典型 的存在 で あろ う。 ネ ッ トワー ク型 組織
で は,ヒ エ ラルキーの上 位か ら下位への権 限の行使 よ りも,そ の時点で直面 してい る問題 の性格
によって柔軟 に個 を組 み替 え,そ れ ぞれ のメ ンバ ーが対 等な立 場か らの調整,す なわ'ち 「水 平的
コー ディネー ション」 を図 って い くことになる。 それでは,ネ ッ トワーク型組織 が成立 す るため
に必要 となる条件 は何 であ ろうか?
それ は,エ ンパ ワーメ ン トとコラボ レーシ ョンを基盤 としたメ ンバ ーの活性化 であろ う。 高橋
の1-Ichart[12],[13]によれば,組 織 にお けるメ ンバ ーの活性化 とは前述 のよ うに,「 無 関心
度指数を低 め,一 体化度 指数を高め ること」 であ り,前 者 は メンバーの能動性 の向上 を,ま た後
者は組織 とメ ンバ ーの間での 目的 ・価値 の共有の程度を高め ることをそれぞれ意味す る。 そ こで,
1-Ichartの 枠組み に沿 ってネ ッ トワー ク型組織 を捉え ると,次 のよ うにな る。
ネ ッ トワーク型組織 では,上 か らの指示 ・命令 がな くて もメ ンバーが主体的 に問題 を見 つ け解
決 しようとす る能動性(す なわ ち,低 い無関心度指数)が 求め られ る。逆 に言 えば,上 か らの指
示 ・命令が なけれ ば仕事 が進 まないので あれ ば,ネ ッ トワー ク型組織 は成立 しない とい うことに
な る。
また,メ ンバ ーの主体 的問題解決 は,セ ンターか ら末端 組織 へ,あ るいは上 か ら下 への権 限委
譲 ・エ ンパ ワーメ ン トが前 提 とな る。なぜ な ら,組 織 のメ ンバーが主体的 に問題解決方法 を考え
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て も,権 限委譲 ・エ ンパ ワー メン トがな されていな けれ ば,そ れをす ぐに実行す るこ とができな
いか らであ る。 これに対 して,権 限委譲が なされて いれ ば,問 題 に直 面す るメ ンバ ーが迅速 かつ
柔軟 に(ア ジル に)対 応 する ことが可能で ある。そ して,こ の権 限委譲 を行な うためには,組 織
全体 の 目的 ・価値 をメ ンバ ーが共 有 した(高 い一体化度指数 の)も とでの コラボ レー ションが要
求 され る。
前節 では,ベ ンチマーキ ングにお けるエ ンパ ワー メ ン トの側面 か らメンバー の活性化 を論 じた
が,ネ ッ トワー ク型組織 において もこれ と同様の こ とが いえるのであ る。 む しろ,ト ップ ・ダ ウ
ンや ミ ドル ・ア ップ&ダ ウ ンに焦 点を当て ていない分 だけ,ベ ンチマーキ ングよ りもネ ッ トワー
ク型組織 の方が,メ ンバ ーの活性 化の必要性が相対 的に高 い もの と考 え られ る。
6.ネ ッ トワーク型組織にお ける行動原理
ここまで述べ てきた よ うに,ネ ッ トワー ク型組織 における行動原理 の中心 は,上 か らの指示 ・
命令 がな くて も組織の メ ンバ ーが主体 的 に問題を見つ け,そ の直面す る問題の性格 によって関係
す るメ ンバー と柔軟 に調整 を図 ってい く 「水平的 コーデ ィネー ション」 にあ る。 ヒエラルキーの
上位 か ら下位へ と権限を行使 する 「垂 直的 ヒエ ラル キー ・コン トロール」 で はな いので ある。
林[1]に よれ ば,ネ ッ トワーク型組織 は 「説得 ・誘導型 の行為 が,そ の中での支配的 な相互 防
御行為 とな って いる複合主体=組 織」 とされ る。 このことか らも,メ ンバーか らメ ンバ ーへ の働
きか けが,指 示 ・命令(コ ン トロール)で はな く,説 得 ・誘導(コ ーデ ィネー シ ョン)で ある こ
とが わか るQ
一方,ネ ッ トワー クの情報 技術 的側 面 に注 目した場合,西 垣[19]は 「パ ソコ ンは もと もと,
IBMに 代表 され るメイ ン ・フ レーム とい った 巨大 秩序 に対 す る 「対抗 文化」(counterculture)
と して発 達 した ものだ し,イ ンターネ ッ トもまた誕 生直後 の政府援助 を別 にすれ ば,草 の根 的に
発展 して きた ものである」 と述べ てい る。 この文章 の中か ら,強 者 の コン トロールか らの解放 と
ボ トム ・ア ップ という性格 を読 み取 ることが できる。ネ ッ トワー クは,組 織面のみ な らず,情 報
技術 的側 面 において も,コ ン トロールで はな くボ トム ・ア ップ型 の コーデ ィネ ーシ ョンを基盤 と
して い るので ある。
ネ ッ トワー クの情報技術 的側面 にお いて,こ う した性格 を最 もよ く表わ して いるのは,ク ライ
ア ン ト/サ ーバ型 システムであろ う。従来 のホス ト・コ ンピュータ(メ イ ン ・フ レーム)と 端末
をプ ラ ッ トフォームに した情 報 システムで は,「 主 人」 であ るホス トが多 くの端末 を支配す る と
い う図式 であ ったが,ク ライア ン ト/サ ーバ型 システ ムで は多 くの クライ ア ン ト(PC)に サー
バ が奉仕 す るとい う図式 とな る。 クライア ン ト/サ ーバ型 システムにお けるサーバ は,ク ライア
ン トに 「奉 仕す る もの」,あ えて極論す るな らば 「奴隷」 という位置 づ けとな り,ホ ス トと端 末
の図式 とは全 く反対の主従 関係 となる。 こういつた流れ は,ダ ウンサイ ジングやEUCの 進展,
またイ ンターネ ッ トの普及 の後押 しを受 けて,ま す ます顕著 にな りつつあ る。
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ここまでの ネ ッ トワー ク型組織 の柔 軟性 およ びICTの 動 向をふ まえ ると,ネ ッ トワー ク型組
織 における主 た る行動原理 は,自 律 ・分散 ・接続 な どの キー ワー ドに集約 され る[1]よ うに,ゆ
るやかな結合(loosecoupling)に あ るので はな いか と思 われ る。 このよ うなネ ッ トワーキ ング
の流 れ に関 して,林[1]は 「片方でconvergence(融 合)が 進み なが ら,他 方 で反対 の動 きで
あるdivergence(分 離 ・発散)も 進展 して い くの示,現 代 の特 徴で ある」 と述べ てい る。 こう
い つた行 動原 理 に基づ き,自 律性 の高 い個 が各 自の 自由意思 に従 って他の個お よびその集合体 と
の接続 を図 りなが ら,直 面す る問題 に沿 って融合 と分離 を繰 り返 す ことによって,ネ ッ トワーク
とい うlooselycoupledsystemが形成 されるわ けであ る。ICTの 発達 がネ ッ トワークへの接続 ・
参加 を容易 に し,そ れぞれの個 は融合 と分離,そ して結合 の強 さを微妙 に調整す るこ とによ り常
に 自律性を確保 しよ うとす るのであ る。反対 に,個 の自律性 を脅かす よ うな堅 い結合 ・垂直 的 ヒ
エ ラル キー ・コ ン トロールを避 けようとす ることになる。
loOsecouplingの 進 展 によ り,そ れぞ れの個 は他 の多 くの個 と接続 され,結 果 として 「蜘蛛
の巣」状 のネ ッ トワー クが形成 され るよ うにな る。 その典 型的 な例 が,ICTの 領域 ではWWW
(WorldWideWeb),組織 内では コ ミュニケ ーシ ョン ・ネ ッ トワー ク,企 業 間ではWWWア ラ
イ ア ンス(注1)であろ う。
以上 の議論か ら,現 在の個人や組織の行動原理,そ してIT・ICTの 方 向性 を考 える上で,ネ ッ
トワー ク化 あるいはネ ッ トワーキ ングはその中核 に位置 づ け られ るキー ・コンセ プ トであ ると同
時 に,「 ネ ッ トワーク型組 織」 の本質 が,接 続 ・融合 ・分離 が容 易な 自律分散(分 権)型 の 「柔
らかい組J(looselycoupledsystem)にある ことがわか る。 さ らに,ネ ッ トワー ク化が進展
す ればす るほど,組 織 と情報 システムの多様性 および柔軟性 が増大 してい くことが理解 され よう。
これ らをま とめ る と,図2の ような 「looselycoupledsystemに お けるネ ッ トワーキ ング ・フ
レーム ワー ク」 とな る。
メンバーの活性化
能動的問題探索 → エンパワーメント








ダ ウ ンサ イ ジ ング,EUC,イ ンター ネ ッ トの進 展
100se塁ycoupledsystem
環 境 の変 化 に 対 す る ア ジル な対 応
図2100selycoupledsysteml二お け る ネ ッ トワ ー キ ング ・フ レー ム ワ ー ク
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7.お わ り に
本研究 では,近 年 の組織 と情報 システムのネ ッ トワーク化の動向をふ まえ,エ ンパ ワーメ ン ト
とメ ンバ ーの活性化 の観 点か ら 「ネ ッ トワー ク」 の問題 を再検討 した。 そ こで,林[1]に 基づ き
自律 ・分散 ・接続 。融合 ・分離 。水平 ・柔軟 ・支援 とい った概 念 との整 合性 に注 目した議論 を展
開 し,ネ ッ トワー ク型組織 では,ヒ エラルキーの上位 か ら下位 への権限の行使 よ りも,自 己の直
面 す る問題 によ って柔軟 に個を組み替え,そ れぞ れのメ ンバーが対等な立場か らの調整(水 平 的
コーデ ィネー シ ョン)を 図 って い くことにな るとい う視点 を提 示 した。 また,筆 者 のベ ンチマー
キ ング研究[2]を 基礎 に して,「 エ ンパ ワー メン ト」 は,一 般 に 「権限委譲」 と訳 され るが,「 単
な る権限委譲」以上 の概念 であ り,組 織 における 「メ ンバ ーの活性化」 と密接な関係 にある こと
を指摘 した。
その上で,社 会 におけるネ ッ トワーキ ングの進 展 は,こ れまで相対 的に弱い立場 にあ った個 人
に対す る 「エ ンパ ワー メ ン ト」 の効果[1]が あ るとい う考え方 に基 づ き,ネ ッ トワー ク型組織
の行 動原理 につ いて考察 し,「 ネ ッ トワー ク型組織 」の本質 が,接 続 ・融合 ・分離 が容易 な 自律
分散(分 権)型 の 「柔 らか い組織」(looselycoupledsystem)にあるこ とを指摘 した。最 後 に,
これ らの議論 を整理 す るこ とに よ り 「100selycoupledsystemに おけ るネ ッ トワーキ ング ・フ
レーム ワー ク」 を提示 し,情 報技術 的側面 に焦点が偏 りが ちで あ ったネ ッ トワー キ ングの問題 に
対 して,エ ンパ ワー メ ン トとメ ンバーの活性化 とい う新た な視点 か らのアプ ロー チの方 向性 を示
唆 した。
現在,企 業環境 は刻一刻 と変化 してお り,こ れ に対 して企業 およびそのメ ンバーが ア ジルに対
応 してい くことは必須条件 とな ってい る。本研究 の フ レー ムワークが,そ のための議論 の基礎 を
与 える もの となることを筆者 と して期 待 して いる。
(注1)筆 者[20]は,近 年の企業間提携の動向に焦点を当て,多 くの企業が多 くの企業との間で提携関
係を結ぶことにより,「蜘蛛の巣」状に,か つ国際的な広がりを持 って形成される提携のネットワー
クを,「WWWア ライアンス」 という概念で表現 している。 この概念によれば,提 携は,M&A
とは異なり,企 業と企業をゆるやかに結びつける(loosecouplingの)関 係であるたあ,複 数の
提携関係を同時に結ぶことが可能であり,ま たより市場での競合の可能性が低い海外企業との提携
が多 くなることによ り,WorldWideな 蜘蛛の巣状の提携ネ ットワークが形成されるということ
になる。
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